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2007年度見通し 2011年度目標 

安　全 
世界最高水準の安全性をグループ全体で確保できるように、組織や仕組み
を強化し、安全優先の企業文化をさらに醸成し、安全運航はもちろんのこと、
全てのシーンでお客様に安心・安全を提供します。 

定時性 
新幹線等との競争が一層激化するなかで、安全運航を堅持した上で、「On-
Time Airline ANA」として定時性品質をさらに確実なものにします。 

企業の社会的責任（CSR） 
地球環境に対する企業の社会的責任を果たすべく、新たな中期エコロジー
プランを策定、実行し、環境リーディング・エアラインを目指します。 

 
 

イノベーション 
サービスや業務のやり方、仕組みを従来の価値観や発想にとらわ
れずゼロベースで見直し、人的生産性の向上によって現有生産体制
で2010年以降の事業拡大に対応します。 
 
 

売上高 
（億円） 

■フレイター生産量と収入の推移 

07-11の方面別生産量（座席キロ）07年度比 ●既就航地 

●成田 
◎羽田 

欧州：126％ 

中国・アジア：111％ 

北米：126％ 

羽田：日本発東アジア主要都市 
成田：日本発中長距離・接続 
　　　を中心としたネットワーク展開 

■欧米・中国・アジア線ともバラン
スよく拡大し「ネットワークキャ
リア型」ビジネスモデルを推進。 
　 
 
 
 
 
 
■最新鋭のボーイング787型機を
活用した需給適合の推進。 
■プロダクト＆サービスの強化。 
■アライアンス、提携の拡大。 
 

フレイターネットワークの拡大＋エクスプレス事業の具現化により、利益貢献へ 

■沖縄貨物ハブの構築 ■エクスプレス事業への進出 

関西 

上海 

天津 
ソウル 

羽田 

沖縄 台北 
香港 

ベトナム 

バンコク 

欧米 
ネットワークイメージ 

需要見通し（年率）：世界平均 7～8％ 
アジア域内：一般 7％　エクスプレス 13％ 
アジア・北米：一般 8％　エクスプレス 13％ 

2010年以降、全方面への首都圏発ネットワーク拡大（生産量［座席キロ］※12011年度／2007年度比：117％） 
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営業収入 

●2009年度より、沖縄の地理的優位性（＝アジア主要都市が4時間
圏内）を活かした物流基地を置くことで、アジア域内貨物需要を獲得。 

●フレイター（貨物専用機）を、現在の6
機から大型機4機を含めて14機まで
増強し、貨物基本ネットワークを構築。 ●　本年4月に新会社を設立し、高い成

長が見込めるエクスプレス輸送（＝
荷主から荷主への一貫輸送）事業
に進出。 

■プロダクト＆サービスの強化 

空港間輸送＝従来のモデル 

荷主 　 空港 　 　　  空港　  荷主 

エクスプレス（一貫輸送） 

●航空事業の効率化・最適化  
●成長分野（国際線）への資源投下  
●関連事業のリストラクチャリング 

収益基盤、財務体質の強化 
需要の伸びの低下・競争の激化に対し、品質と効率性の一層の向上で対処（生産量［座席キロ］※12011年度／2007年度比：101％） 

既存の事業の拡大と、新規事業領域への進出 
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フレイター生産量（トンキロ2007年度＝100） 

 

●高需要の羽田への集中度をより高めるとともに、機材繰りを羽田⇔
各地間等のシンプル・ローテーション（単純往復）を基本とすること
でさらに定時性と効
率性をアップさせ、よ
り競争力の高いネット
ワークを整備し収益
性を維持。 
 

●成田を中心とした欧米線の事業規模
を26％拡大。 
●中国線の増便等、中国・アジア線の
事業規模を11％拡大。 
●24時間化される羽田からは、アジア
を中心とした路線を展開。 

〈例〉 
松山 羽田 札幌 

1日6便 1日16便 

接続ダイヤ改善　＋　乗継特割・旅割 

〈例〉 
松山－札幌 
1日１便→休止 

 

●　基幹空港での接続利便性を高めるとともに、乗継型運賃の設定等に
より利便性の高い
「コネクションネッ
トワーク」を構築。 
 

● インターネット販売の推進とSkipの拡大により『簡単便利』をさら
に追求するとともに、ANAマイレージクラブのリニューアル、プレミ
アムクラス提供路線の拡大を実施。 
 
 

 

（フレイター生産量［トンキロ］※2 
　2011年度／2007年度比：402％） 

※1 座席キロ=座席数×運航距離　　※2 トンキロ=有効輸送重量×運航距離  
 

グローバリゼーション 
アジアにも押し寄せる航空の自由化の流れの中、首都圏の「羽田」・
「成田」という2大空港が拡張される機会を最大限に活かし、成長
分野である国際線旅客事業および貨物事業をグローバルに拡大
します。また、事業規模の拡大と収益性の向上とを両立させるた

めに生産体制をグローバル化し、低コスト化を推進します。 

シナジー効果による 
新しい価値創造 

ANAグループ２００８～２０１１年度中期経営戦略 ANAグループ２００８～２０１１年度中期経営戦略 
この度、2011年度までの4か年の中期経営戦略を策定いたし
ました。これまで、「2006～2009年度中期経営戦略」に基づ
き、事業構造の転換・財務体質の改善を着実に実行し、環境変化
に強い企業体質を構築してきましたが、燃油高騰の継続や

2010年の首都圏空港の増枠など、急激な外部環境の変化を
視野に入れ、航空事業の「イノベーション」を遂行し、より一層収
益性を向上させ、「アジアNO.1」の実現を目指してまいります。 

利用率の向上により収益性を堅持 

貨物事業 

国際旅客事業 

■羽田路線への集中化 
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座席キロ構成比 

■ネットワーク競争力向上～コネクションネットワーク 

戦略の基盤 

成長戦略のキーワード 

事業規模拡大を利益成長へ 

国内旅客事業 

国際旅客 
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2007年度 2006年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 

●羽田・成田両空港の拡張による事業拡大（2010年） 

●航空事業におけるビジネスモデル変革｢イノベーション｣の遂行  
●貨物事業の拡大（フレイター機増強・エクスプレス事業参入・沖縄ハブ構想の実現  
●ボーイング787型機の導入 

更なる収益力アップによる企業価値の向上  
｢アジアNo.1｣の実現 

新しい中期経営戦略（2008～2011年度） 

今までの中期経営戦略（2006～2009年度） 

【環境の変化を踏まえ、新たに中期経営戦略を策定】  
 ●羽田・成田の拡張スケジュール確定（2010年）  
 ●他交通機関を含めた国内線の競争激化  
 ●アジアに押し寄せる航空自由化の波  
 ●燃油価格の歴史的高騰 
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コスト構造のイノベーション 収支計画 

設備投資とキャッシュフロー･財務戦略 

営業収入 14,900 15,100 15,700 16,600 17,200 

営業利益 790 800 800 900 1,200 

営業利益率（％） 5.3 5.3 5.1 5.4 7.0 

経常利益 460 520 470 520 830 

当期純利益 640 270 260 270 480 

 

単位：億円 

 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 

 

最　終　目　標 
品質、顧客満足度、株主価値創造で『アジアNo.1エアライン』を実現し、 

さらにそれを継続させるための強固な経営基盤を確立。 
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2007年度 
見通し 

低燃費機材比率　約50％（2011年度） 
（B777, B787, B737-700／800） 

 

2007年度末 2011年度末 将来 

216機 
リージョナル機 
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240機程度 
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B747-400 
B777-200/300 

 

●フォッカー50退役 
　（2008年度） 
●リージョナルジェット 
　導入検討（90席クラス） 
●エアバスA321退役 
　（2008年2月） 
●ボーイング747-400型 
　国際線機の全機退役 
 

フリート戦略～機種統合と経済性の高い機種への更新 
 
 

 

燃油費、生産連動費用、機材関連費用以外のコストの上昇を抑制し、収益性を向上 

DHC-8 
etc.

B737-700/800 
etc. 
 

リージョナルジェット 

B777-200/300 
新大型機 

 

B787 
etc. 
 

■2008年度-2011年度中期キャッシュフロー合計（イメージ） 

■有利子負債と自己資本、ROE、ROAの推移 

2010年以降の事業規模拡大への先行投資と株主還元の両立 

＜期間中の購入予定機材＞ 
ボーイング787 26機 
ボーイング777-300 5機 
ボーイング737-700／800 28機 
リージョナルジェット 検討中 
 

●これまで行ってきた一律カット型のコストカ
ットではなく、斬新な発想で仕事のやり方を
抜本的に変える『イノベーション』を推進、
ほぼ現状の人員で期間中の事業規模拡大に
対応できるよう人的生産性向上を図ります。
このため、期間中約400億円の設備投資を
実行しますが、『イノベーション』効果により
2011年度以降毎年約100億円の収支改
善が見込まれます。 

●燃油高騰対策としては、効果的なヘッジのほ
か、需給適合や低燃費機材の導入促進等の
消費量削減策を継続します。 

●期間中の航空運送事業の営業費用は、
2007年度対比で約15％増加する見通し
ですが、増加分の大半は事業規模拡大に伴
う燃油費・生産連動費用・機材関連費用であり、
人件費やその他の費用の伸びは低く抑えて
います。 
 

2010年の首都圏空港増枠以前の2年間は、大
幅な増便による事業拡大は見込めませんが、内
部構造改革を進めるとともに、燃油費や間接固
定費等の費用削減に努め、営業利益800億円
以上を確保していきます。 
 

2010年度以降は、増枠を契機に事業規模を拡
大させます。事業拡大による連動費用の抑制に
努め、最終年度の2011年度は営業利益1,200
億円、営業利益率7.0％、当期純利益480億円
以上を目標としています。 

●引き続き、『低燃費』、『需給適合に基
づく中小型機比率の向上』、『機種統合』
の3つの方針の下に、フリート戦略を
推進します。 

●2011年度までに低燃費機材59機の
導入を計画しており、2011年度末の
低燃費機材比率は約50％に達します。 

●エアバスA321型機やフォッカー50
型機の退役により『機種統合』をさら
に進めますが、将来の需要動向も見据え、
90席クラスのリージョナルジェット機
の導入を検討します。 

●引き続きボーイング747-400型機の
売却を進め、2011年度末には国際線
からの退役が完了する見込みです。 
 

今まで強化してきた財務基盤を維持し、キャッシュフローの改善を
図りながら、期間中の4年間に『イノベーション』を含む成長のため
の先行投資として約9,200億円の設備投資を株主の皆様への還
元とのバランスを取りつつ実行してまいります。 

2007年度 2011年度 

■航空運送事業の営業費用の推移（2007年度VS.2011年度） 
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資金使途 資金源泉 

営業 
キャッシュフロー 
7,600億円 

 

株主還元 

航空機 
6,300億円 

 

IT・施設 
その他 

2,900億円 
 

投資回収 
内部資金 
資金調達等 
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有利子負債　　　 自己資本　　　オフバランスリース債務含　　　 ROE　　　 ROA

ＲＯＥ：当期利益÷期中自己資本×100（％）　ＲＯＡ：事業利益（営業利益+受取利息・配当金）÷期中総資産×100（％） 

 

●期間中の9,200億円の設備投資の大半は営業キャッシュフローで
賄いますが、一部は借入等の資金調達にもよることから有利子負債
は若干増加します。 

●しかしながら、借入金の増加はこれまでに強化できた財務基盤を毀
損することのない範囲に留め、Ｄ／Ｅレシオ（有利子負債÷自己資本）
は、リース債務等のオフバランス債務を含めても2倍程度を維持す
る方針です。 

●最終年度の2011年度には、自己資本（株主資本＋評価換算差額）
に対する利益率を表すＲＯＥは9.0%、総資産に対する利益率を表
すＲＯＡは6.5%を見込んでおります。なお、2007年度のＲＯＥが
15%になっているのはホテル資産売却益の計上によるものです。 

2011年度航空運送事業の 
営業費用：07年度比 115％ 

●『イノベーション』によるコスト圧縮 
 

●燃油高騰対策の継続 
 

〈期中燃油費の前提〉 
ドバイ原油 83ドル／バーレル　 
シンガポール原油 103ドル／バーレル 

　●ヘッジによるボラティリティ緩和 
　●燃費向上対策 
　●さらなる需給適合 
　●低燃費フリート戦略の推進 
 

●間接業務改革 
間接人員の削減 
間接業務のアウトソース化 

●オペレーションの効率化 
IT技術を活用した自動化 

●人的生産性向上 
現有体制で事業規模拡大に対応 
 


